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介護分野における経済危機対策（平成２１年度補正予算（案））について 

 

介護保険制度の円滑な推進については、日頃より御尽力いただき厚く御礼申し上げます。  

平成２１年４月１０日に「『経済危機対策』に関する政府・与党会議、経済対策閣僚会

議合同会議」において「経済危機対策」が取りまとめられ、４月２７日に平成２１年度補

正予算（案）が国会に提出されました。これを受け、４月１３日に送付した介護保険最新

情報vol.７５の別添２について、事業規模等を修正いたしましたので情報提供いたします。

引き続き、各項目の具体的内容については、適宜情報提供していきますのでよろしくお願

いいたします。 

 

（項目） 

① 介護拠点等の緊急整備、スプリンクラー整備に対する支援 

② 介護職員処遇改善交付金（仮称） 

③ 現任・新規介護職員等の研修支援・養成 

④ 地域相談体制の強化 

 

＜照会先＞ 

全体について 

 老健局総務課企画法令係 

 （直通）03-3591-0954 （内線）3919 
 

介護拠点等の緊急整備、スプリンクラー整備

に対する支援について 

 老健局計画課施設係 

 （直通）03-3595-2888 （内線）3928 
 

介護職員処遇改善交付金（仮称）について 

 老健局介護保険課企画法令係、財政第一係

 （直通）03-3595-2890 （内線）2164、2264
 

現任・新規介護職員等の研修支援・養成、地

域相談体制の強化について 

老健局振興課企画法令係   

（直通）03-3595-2889 （内線）3980 
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（別紙）

介護職員
人件費比率

交付率

○（介護予防）訪問介護 ○夜間対応型訪問介護 ７０％ 4.0%

○（介護予防）短期入所生活介護 ５０％ 2.9%

○（介護予防）訪問入浴介護 ○（介護予防）通所介護 ４５％ 2.6%

○（介護予防）特定施設入居者生活介護 ○介護福祉施設サービス

○（介護予防）小規模多機能型居宅介護

○（介護予防）短期入所療養介護（老健） ○（介護予防）認知症対応型共同生活介護 ３５％ 2.0%

○（介護予防）認知症対応型通所介護 ○介護保健施設サービス ３０％ 1.8%

○（介護予防）通所リハビリテーション ○地域密着型特定施設入居者生活介護

○地域密着型介護老人福祉施設 ○（介護予防）短期入所療養介護（病院等）

○介護療養施設サービス

【助成対象外】

○（介護予防）訪問看護 ○（介護予防）訪問リハビリテーション

○居宅介護支援 ○介護予防支援

○（介護予防）福祉用具貸与 ○（介護予防）居宅療養管理指導

※ 各事業者への交付額は、 介護報酬総額 × 交付率 によって計算する。

介護報酬総額・・・利用者負担を含み、補足給付を含まない。

サービス区分

サービス区分ごとの介護職員人件費比率および交付率

2.3%

1.5%

４０％

２５％

０％




